第１編　基本事項
Ⅰ．　概　　要
１．用語の定義等
本利用細則は、「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（共通事務）」における国債売買関係事務および国債資金同時受渡関係事務について日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）の利用を認められた金融機関等店舗（以下「利用先」といいます。）が、日銀ネットを利用して、次の表に掲げる取引について、国債売買関係事務および国債売買関係事務に関する国債資金同時受渡関係事務（以下「国債売買等関係事務」といいます。）を行う場合に使用します（注）。

（注）次の表に掲げる取引の金融調節等入札連絡事務（金融調節等取引の入札、応募および募入決定の通知等の事務をいいます。以下同じです。）を行う場合には、「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（金融調節等入札連絡事務）」を使用します。国債売買等関係事務で用いる「入札要項通知」および「募入決定通知」は、全て金融調節等入札連絡事務における「入札要項通知」および「募入決定通知」を指します。
	日本銀行が行う取引
	売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「日銀国債買入」といいます。）（注１）

	
	買戻条件を付さない利付国債の売却（以下「日銀国債売却」といいます。）

	
	売戻条件を付さない国庫短期証券の買入（以下「日銀国庫短期証券買入」といいます。）

	
	買戻条件を付さない国庫短期証券の売却（以下「日銀国庫短期証券売却」といいます。）

	
	国債の売戻条件付買入（以下「日銀国債買現先」といいます。）

	
	国債の買戻条件付売却のうち「日本銀行が行う国債の条件付売買に関する基本約定」にもとづくもの（以下「日銀国債売現先」といいます。）

	
	国債の買戻条件付売却のうち「日本銀行が補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却に関する基本約定」にもとづくもの（以下「日銀国債売現先（国債補完供給）」といいます。）

	国債整理基金が行う取引
	売戻条件を付さない利付国債の買入（以下「国整基金国債買入」といいます。）（注２）


（注１）「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（金融調節等入札連絡事務）」における「日銀国債買入（利回り入札）」、「日銀国債買入（固定利回り）」および「日銀国債買入（価格入札）」をあわせたものです。
（注２）「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（金融調節等入札連絡事務）」における「国整基金国債買入（利回り入札）」、「国整基金国債買入（価格入札）」および「国整基金国債買入（追加入札）」をあわせたものです。
本利用細則で使用する用語の定義については、次表に掲げる基本約定等および本利用細則以外の「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則」（以下「利用細則」といいます。）その他の日本銀行が定めた規則等によるほか、次のとおりとします。

	基本約定
	・「日本銀行が行う国債売買に関する基本約定」
・「日本銀行が行う国庫短期証券売買に関する基本約定」
・「日本銀行が行う国債の条件付売買に関する基本約定」
・「日本銀行が補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却に関する基本約定」

	日本銀行金融ネットワークシステムの利用にかかる諸規則
	・「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」
・「国債売買についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」
・「国庫短期証券売買についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」
・「国債の条件付売買についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」
・「補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」
・「国債整理基金が行う国債の買入についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」

・「国債資金同時受渡に関する規則」

	代行決済にかかる諸規則
	・「日本銀行が行う国債売買における代行決済に関する規則（自己口）・（預り口）」
・「日本銀行が行う国庫短期証券売買における代行決済に関する規則（自己口）・（預り口）」
・「日本銀行が行う国債の条件付売買における代行決済に関する規則（自己口）・（預り口）」
・「日本銀行が補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却における代行決済に関する規則（自己口）・（預り口）」
・「国債整理基金が行う国債の買入における代行決済に関する規則（自己口）・（預り口）」


（１）国債売買
日銀国債買入および日銀国債売却をいいます。
（２）国庫短期証券売買
日銀国庫短期証券買入および日銀国庫短期証券売却をいいます。
（３）国債条件付売買
日銀国債買現先および日銀国債売現先をいいます。
（４）再売却
「日本銀行が補完供給を目的として行う国債の買戻条件付売却に関する基本約定」第２条（１３）に定める国債の買戻条件付売却をいいます。
（５）買入
日銀国債買入、日銀国庫短期証券買入もしくは日銀国債買現先において日本銀行が国債を買入れることまたは国整基金国債買入において国債整理基金が国債を買入れることをいいます。
（６）売却
日銀国債売却、日銀国庫短期証券売却、日銀国債売現先または日銀国債売現先（国債補完供給）において日本銀行が国債を売却することをいいます。
（７）売戻
日銀国債買現先において日本銀行が国債を売戻すことをいいます。
（８）買戻
日銀国債売現先または日銀国債売現先（国債補完供給）において日本銀行が国債を買戻すことをいいます。
（９）対象先
利用先のうち、日本銀行または国債整理基金が国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）または国整基金国債買入のいずれかの取引の入札に参加させる先をいいます。
（10）売買先
対象先のうち、国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）または国整基金国債買入の入札において応募が募入となった先をいいます。

（11）決済代行先
利用先のうち、対象先から、対象先の国債売買等関係事務における国債の受払等にかかる事務の委託を受け、これを行う先をいいます。
（12）プライマリー決済代行先
対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合に、通常利用する決済代行先としてあらかじめ届け出られた決済代行先をいいます。
（13）決済先
国債の受払等にかかる事務を行う売買先または決済代行先をいいます。
（14）当座貸越取引先
日本銀行と当座貸越取引のある金融機関等店舗をいいます。
（15）同時担保受払先
日本銀行との間で国債資金同時受渡に関する約定および担保に関する基本約定を結んだ金融機関等に属する金融機関等店舗をいいます。
（16）振決出力指定店舗
オンライン振決参加者店舗のうち、日本銀行がオンライン振決参加者に対し、日銀ネットを通じて行う国債振替決済に関する通知（オンライン通知）であってＥＸ一方通知電文であるものの出力先として、当該オンライン振決参加者が日本銀行に届出た店舗をいいます。
（17）利付国債
定期的に利子が支払われる振決国債をいいます。
（18）変動利付国債
利付国債のうち償還期限までの利率が利子支払期により変動し得るものをいいます。
（19）物価連動国債
「物価連動国債の取扱いに関する省令」（平成１６年財務省令第７号）第１条に定める物価連動国債をいいます。
（20）銘柄
国債の名称・記号による別をいいます。
（21）買入国債
日銀国債買入、日銀国庫短期証券買入もしくは国整基金国債買入において売買先が日本銀行もしくは国債整理基金に引渡す国債または日銀国債買現先において売買先が日本銀行に引渡すもしくは現に引渡している国債をいいます。

（22）売却国債
日銀国債売却もしくは日銀国庫短期証券売却において日本銀行が売買先に引渡す国債または日銀国債売現先もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）において日本銀行が売買先に引渡すもしくは現に引渡している国債をいいます。
（23）売買国債
買入国債および売却国債をいいます。
（24）口座振替
振決国債（国債振替決済制度において取扱う国債をいいます。以下同じです。）の参加者口座間の振替をいいます。
（25）個別契約
国債売買等関係事務において売買を行う単位となる個々の売買契約をいい、売買先、取引実行日、取引通番、銘柄、額面金額または利回りもしくは価格（注）により特定されます。個別契約には、個別契約毎に契約番号が付されます。
（注）日銀国債買入における価格入札および国整基金国債買入における価格入札の場合のみです。
（26）国債利子精算額
国債条件付売買における売買国債または日銀国債売現先（国債補完供給）における売却国債について、日本銀行が対象先に支払う利子相当額と当該対象先が日本銀行に支払う利子相当額の差額をいいます。
（27）取引実行日
買入日または売却日をいいます。
（28）売戻・買戻日
売戻日または買戻日をいいます。
（29）連動係数
物価連動国債の連動係数として財務省が公表する計算式により算出した数値をいいます。
（30）担保余裕額不足

「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（担保関係事務）」に定める担保不足をいいます。
２．事務の概要
（１）国債売買等関係事務の区分
日銀ネットを利用して行う国債売買等関係事務は、売買にかかる事務、買入国債の差替にかかる事務および再売却にかかる事務に区分されます。また、売買にかかる事務は、売買代金の計算にかかる事務、買入または売却の実行にかかる事務および売戻または買戻の実行（以下「期日決済」といいます。）にかかる事務に区分されます。
日銀ネットを利用して行う国債売買等関係事務の区分は、国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買および日銀国債売現先（国債補完供給）ならびに国整基金国債買入の種類に応じて、次の表のとおりです。
イ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合
それぞれの取引において、対象とする事務を「○」で、それぞれの取引において対象としない事務を｢×｣で表示。
	
	
	
	売   買
	
	
	

	
	
	売買代金の計算（注）
	買入または売却の実行
	期日決済
	買入国債の差替
	再売却

	国債売買
	日銀国債買入
	
	
	
	
	

	
	日銀国債売却
	×
	○
	×
	×
	×

	国庫短期証券売買
	日銀国庫短期証券買入
	
	
	
	
	

	
	日銀国庫短期証券売却
	
	
	
	
	

	国債条件付売買
	日銀国債買現先
	○
	○
	○
	○
	×

	
	日銀国債売現先
	×
	○
	○
	×
	×

	日銀国債売現先
（国債補完供給）
	×
	○
	○
	×
	○

	国整基金国債買入
	×
	○
	×
	×
	×


（注）日銀国債買現先以外の売買代金の計算は、金融調節等入札連絡事務において行います。
ロ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合
それぞれの取引において対象とする事務のうち、売買先が行うものを「○」、決済先が行うものを「◎」（注１）、決済代行先が行うものを「◇」（注２）、それぞれの取引において対象としない事務を「×」で表示。
	
	
	
	売   買
	
	
	

	
	
	売買代金の計算
（注３）
	買入または売却の実行
	期日決済
	買入国債の差替
	再売却

	国債売買
	日銀国債買入
	
	
	
	
	

	
	日銀国債売却
	×
	◎
	×
	×
	×

	国庫短期証券売買
	日銀国庫短期証券買入
	
	
	
	
	

	
	日銀国庫短期証券売却
	
	
	
	
	

	国債条件付売買
	日銀国債買現先
	○
	◎
	◇
	（注４）
○／◎
	×

	
	日銀国債売現先
	×
	◎
	◇
	×
	×

	日銀国債売現先
（国債補完供給）
	×
	◎
	◇
	×
	（注５）
○／◎

	国整基金国債買入
	×
	◎
	×
	×
	×


（注１）通常は決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合にはプライマリー決済代行先）が行います。ただし、決済先を売買先（売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務についての利用先である場合に限ります。）またはプライマリー決済代行先以外の決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合に限ります。）に一時的に変更した場合には、売買先または当該決済代行先が行います。
（注２）売買先は、決済先を売買先（売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務についての利用先である場合に限ります。）またはプライマリー決済代行先以外の決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合に限ります。）に一時的に変更する必要がある場合には、その旨を日本銀行に申出てください。日本銀行は、やむを得ない事情があると認められる場合に限り、この変更を認めることがあります。当該変更の詳細については、日本銀行の指示に従ってください。
（注３）日銀国債買現先以外の売買代金の計算は、金融調節等入札連絡事務において行います。
（注４）買入国債の差替にかかる事務のうち、買入国債の差替の請求（差替請求の訂正を含みます｡）にかかるものについては、売買先が行い、これ以外の事務については、決済先が行います。
（注５）再売却の申込は売買先が行います。また、再売却にかかる事務は決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合にはプライマリー決済代行先）の当座勘定を用いて行います。
（２）事務の概要
日銀ネットを利用して国債売買等関係事務を行う場合の事務の概要は、次のとおりです。事務の詳細については、Ⅱ．からⅤ．までを参照してください。
イ．国債売買および国庫短期証券売買
売買先は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421102）に従い、「募入決定通知」（4111-00303または4111-00304）（注１）に表示された売買代金の計算結果および売買内容を確認します。売買先は、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、直ちに「募入決定通知」の内容を決済代行先に連絡してください。その後、決済先は、「募入決定通知」に表示された取引実行日の入力締切時刻（注２）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201または751301）に従い、買入日においては買入の実行のための送信を行い、売却日においては売却の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である決済先（注３）は、買入または売却を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）出力帳票の帳票コードを示します（以下同じです。）。

（注２）具体的な時刻については１１．を参照してください。
（注３）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払を依頼することが可能です。
ロ．国債条件付売買
（イ）売買にかかる事務
ａ．売買代金の計算および買入または売却の実行にかかる事務
（ａ）日銀国債買現先
売買先は、「募入決定通知」（4111-00305）にもとづき、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421101、421102）に従い、日本銀行に売渡す国債（注１）の額面金額等の明細を通知し、「売渡国債明細処理済通知」（4211-00100）に表示された売買代金の計算結果および売買内容を確認します。売買先は、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、直ちに「売渡国債明細処理済通知」の内容を決済代行先に連絡してください。その後、決済先は、「募入決定通知」に表示された取引実行日の入力締切時刻（注２）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、買入の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である決済先（注３）は、買入を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）売買国債の対象となる国債は、［参考］１．を参照してください。

（注２）具体的な時刻については１１．を参照してください。
（注３）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払を依頼することが可能です。
（ｂ）日銀国債売現先
売買先は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421102）に従い、「募入決定通知」に表示された売買代金の計算結果および売買内容を確認します。売買先は、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、直ちに「募入決定通知」の内容を決済代行先に連絡してください。その後、決済先は、「募入決定通知」に表示された取引実行日の入力締切時刻（注１）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、売却の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である決済先（注２）は、売却を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）具体的な時刻については１１．を参照してください。
（注２）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払を依頼することが可能です。
ｂ．期日決済にかかる事務
決済先は、日本銀行より受信した「募入決定通知」に表示された売戻・買戻日の入力締切時刻（注１）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201、751301）に従い、売戻日においては売戻の実行のための送信を行い、買戻日においては買戻の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である決済先（注２）は、買戻または売戻を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）具体的な時刻については１１．を参照してください。
（注２）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払を依頼することが可能です。
（ロ）担保にかかる事務

日本銀行は、毎営業日、売買先毎に純与信額を計算し、業務開始時点において、日本銀行が売買先に対し純与信額を有する場合には、遅滞なく、当該純与信額について、売買先が属する金融機関等の所要担保価額に計上します。
担保関係事務にかかる日銀ネットの利用先は利用細則（担保関係事務）に、同事務にかかる日銀ネットの非利用先は「担保に関する細則」に定めるところに従い、担保余裕額を管理してください。

（ハ）買入国債の差替にかかる事務
売買先は、取引実行日の翌営業日から売戻日の前営業日までの間、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421103）に従い、日本銀行に対し、買入国債の差替の請求を行うことが可能です。
差替を認められた売買先（以下「差替先」といいます。）は、「売渡国債差替請求承諾通知」（4211-00400）に表示された売買代金の計算結果および差替内容を確認します。差替先は、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、直ちに買入国債の差替内容を決済代行先に連絡してください。その後、差替先または決済代行先は、差替を実行する日（以下、差替を実行する日を「差替実行日」といいます。）の入力締切時刻（注１）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201、751301）に従い、差替後買入国債（以下、差替の対象となる買入国債のうち日本銀行が対象先から新たに買入れるものを「差替後買入国債」といいます。）の買入の実行および差替前買入国債（以下、差替の対象となる買入国債のうち、日本銀行から対象先に売戻されるものを「差替前買入国債」といいます。）の売戻の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である差替先または決済代行先（注２）は、買入または売戻を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）具体的な時刻については１１．を参照してください。
（注２）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払を依頼することが可能です。
ハ．日銀国債売現先（国債補完供給）
（イ）売買にかかる事務
ａ．売買代金の計算および売却の実行にかかる事務
売買先は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421102）に従い、「募入決定通知」に表示された売買代金の計算結果および売買内容を確認します。売買先は、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、直ちに「募入決定通知」の内容を決済代行先に連絡してください。その後、決済先は、「募入決定通知」に表示された取引実行日の入力締切時刻（注１）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、売却の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である決済先（注２）は、売却を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）具体的な時刻については１１．を参照してください。

（注２）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払を依頼することが可能です。
ｂ．期日決済にかかる事務（（ロ）により再売却を行う場合を除きます。）
決済先は、日本銀行より受信した「募入決定通知」に表示された買戻日の入力締切時刻（注１）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、買戻の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である決済先（注２）は、買戻を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）具体的な時刻については１１．を参照してください。
（注２）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払の依頼を行うことが可能です。
（ロ）再売却にかかる事務
売買先は、買戻日に、日本銀行に売戻す国債の個別契約毎に、再売却の申込を行うことが可能です。
日本銀行は、再売却の申込を受けた場合において、これに応諾することとしたときは、再売却を行うことが認められた売買先（以下「再売却先」といいます。）との間で、再売却の対象となる日銀国債売現先（国債補完供給）における買戻を行うとともに、買戻した国債の全部を入札によらずに買戻条件付で売却することにより再売却を行います。この場合において、対象先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託するときは、決済代行先の当座勘定の入金または引落を行うことにより、再売却を行います。
ニ．国債整理基金が行う国債買入
売買先は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421102）に従い、「募入決定通知」に表示された買入代金の計算結果および買入内容を確認します。売買先は、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、直ちに「募入決定通知」の内容を決済代行先に連絡してください。その後、決済先は、「募入決定通知」に表示された取引実行日の入力締切時刻（注１）までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、買入の実行のための送信を行います。
売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合には、売買先および決済代行先は十分連絡をとりあったうえ、上記刻限までに決済代行先による送信が行われるようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、送信を行うことができるように迅速に対応してください。
同時担保受払先である決済先（注２）は、買入を実行するために電文を送信する際に、合わせて同時担保受払を依頼することが可能です。
（注１）具体的な時刻については１１．を参照してください。
（注２）決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として自己口Ⅰを申出ている場合に限り、決済代行先は、同時担保受払の依頼を行うことが可能です。
（３）オンライン照会

対象先は、日銀ネットを利用して、以下の照会を行うことができます。
	業務処理区分
	業務処理区分コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	国債売買
	照会データファイル取得(注１）
	国債銘柄別利回り・単価
	424201

	与信
	照会データファイル取得(注１）
	所要担保価額(注２）
	534201


（注１）照会データファイル取得機能の詳細については利用細則（共通事務）を参照してください。

（注２）国債条件付売買および米ドル資金供給オペレーションにおける担保の供給を目的として行う国債の買戻条件付売却における純与信額が照会できます。
３．取引実行日、売戻・買戻日
日本銀行は、国債売買もしくは国庫短期証券売買または国整基金国債買入を行う場合には取引実行日を指定し、国債条件付売買または日銀国債売現先（国債補完供給）を行う場合には取引実行日および売戻・買戻日を指定します。取引実行日および売戻・買戻日は、「入札要項通知」（4111-00203、4111-00204または4111-00205）にそれぞれ「スタート日」および「エンド日」として表示されるほか、「募入決定通知」ならびに「売渡国債差替請求承諾通知」および「国債条件付売買期日決済案内」（4211-00801＜売買先に対して通知する場合＞または4211-00800＜決済代行先に対して通知する場合＞）等に表示されます。
４．取引通番
日本銀行は、国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）または国整基金国債買入において、同一の取引実行日における複数の取引を区別するために、取引通番（取引実行日毎に001から始まる３桁の連続番号をいいます。以下同じです。）を「募入決定通知」に表示します。取引通番は、「売渡国債明細処理済通知」、「売渡国債差替請求承諾通知」、「国債条件付売買期日決済案内」等各種通知に表示されます。
売買先は、「売渡国債明細」、「国債売買確認サイン」、「売渡国債差替請求」、「売渡国債差替確認サイン」等を送信する場合には、「募入決定通知」等に表示された取引実行日および取引通番を指定する必要があります。
５．契約番号
日本銀行は、同一の取引における複数の個別契約を区別するために、契約番号（取引毎に001から始まる３桁の連続番号をいいます。以下同じです。）を、日銀国債買現先については「売渡国債明細処理済通知」に、これ以外の取引については「募入決定通知」に表示します。契約番号は、「売渡国債差替請求承諾通知」、「国債条件付売買期日決済案内」等各種通知に表示されます。
売買先は、「売渡国債差替請求」または「売渡国債差替確認サイン」を送信する場合には、「売渡国債明細処理済通知」に表示された契約番号を使用します。
６．受付番号
日本銀行による国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）または国整基金国債買入における日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（国債資金同時受渡関係事務）に規定する国債資金同時受渡依頼が行われると、同一の取引実行日または売戻・買戻日における複数の取引および当該取引における複数の個別契約ならびに差替後買入国債の買入および差替前買入国債の売戻毎に下記の体系の番号が付されます。この番号は「受付番号」といい、「国債資金同時受渡依頼受付案内」（7511-00200）、「国債資金同時受渡実行通知」（7512-00200、7512-00300）等に表示されます。
決済先は、国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）または国整基金国債買入において「決済指示（国債）」（業務処理区分コード751201）および「決済指示（資金）」（業務処理区分コード751301）を行う場合には、受付番号を入力することにより、対象とする国債資金同時受渡依頼を特定します（注）。
（注）国債資金同時受渡依頼は、取引ＩＤを用いることでも特定が可能です。取引ＩＤの具体的な内容については、８．を参照してください。
　受付番号の体系
　　10桁


××××××××××
　　　　　　　　　　当該依頼の送信日が
　　　　　　　　　　　奇数月に属する場合
　　　　　　　　　　　　　　　送信日の日付と同一の数値
　　　　　　　　　　　偶数月に属する場合
　　　　　　　　　　　　　　　送信日の日付に50を加えた数値
　　　　　　　　　　01～20の範囲の適宜の数値
　　　　　　　　　　000000～999999の範囲の適宜の数値
７．国債処理番号
日本銀行は、日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（国債振替決済関係事務）に規定する国債処理番号を、「国債資金同時受渡実行通知」に表示します。
この場合、同時担保受払先である決済先が、買入もしくは売却の実行、期日決済または差替後買入国債の買入の実行および差替前買入国債の売戻の実行と同時に、同時担保受払を行ったときは、売買国債の口座振替および担保の差入または返戻のための国債の口座振替に、同一の国債処理番号が付されます。

８．取引ＩＤ（個別契約情報等）
日本銀行は、国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）または国整基金国債買入において、受付番号に基づき売買、差替後買入国債の買入または差替前買入国債の売戻の実行を行うに際し、当該受付番号に応じた個別契約および売買先を特定するために、個別契約情報（買入、売却、売戻または買戻と差替との区分、取引実行日、取引通番および契約番号に関する情報をいいます。以下同じです。）を「国債資金同時受渡依頼受付案内」または「国債資金同時受渡決済指示対象通知」（7511-00300）および「国債資金同時受渡実行通知」の取引ＩＤ欄に表示します。
また、決済代行先に対しては、決済委託者情報（売買先の金融機関等店舗コード）を同帳票の記事（国債払出先関係者１）欄または記事（国債受入先関係者１）欄に表示します。
個別契約情報については、取引ＩＤ欄に以下のとおり表示します。
　　　　　ＸＸＸ　　 ＸＸＸＸＸＸＸＸ　 ＸＸＸ　 ＸＸＸ　

（注）売買の場合は「OPE」と、差替の場合は「SUB」と表示されます。
決済委託者情報については、記事（国債払出先関係者１）欄または記事（国債受入先関係者１）欄に以下のとおり表示します。

ＢＩＣ以外欄　ＸＸＸＸＸＸＸ

コード設定主体欄　　ＢＯＪ　（半角）
なお、決済先は、国債売買、国庫短期証券売買、国債条件付売買もしくは日銀国債売現先（国債補完供給）または国整基金国債買入において「決済指示（国債）」（業務処理区分コード751201）および「決済指示（資金）」（業務処理区分コード751301）を行う場合には、取引ＩＤを入力することにより、対象とする国債資金同時受渡依頼を特定します（注）。

（注）国債資金同時受渡依頼は、受付番号を用いることでも特定が可能です。受付番号の具体的な内容については、６．を参照してください。

９．口座振替にかかる受入口座および払出口座
（１）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合
国債売買等関係事務において、売買国債の口座振替の際に売買先が使用できる受入口座または払出口座は、日本銀行が特に認めた場合を除き、自己の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「00」）の自己口Ⅰに限ります。
（２）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合
国債売買等関係事務において、売買国債の口座振替の際に決済代行先が使用できる受入口座または払出口座は、日本銀行が特に認めた場合を除き、決済代行先の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「00」）の自己口Ⅰと預り口のうち、決済代行先の承認の申出において、申出を受けた一方の口座に限ります。
上記（１）または（２）の参加者口座から払出された国債については、日本銀行に売渡される国債は日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「00」）の自己口Ⅰに、国債整理基金に売渡される国債は国債整理基金の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「00」）の自己口Ⅰに、担保として差入れられる国債は日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「00」）の自己口Ⅱにそれぞれ口座振替が行われます。
また、売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合において、決済代行先の承認の申出において国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口の申出を受けているときは、「国債資金同時受渡依頼受付案内」、および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」により決済代行先の参加者口座の内訳区分として種別名なしの種別（種別コード「00」）の預り口が通知された場合には、売買先の顧客口座の種別名なしの種別に準ずる種別の自己口Ⅰに準ずる内訳区分が通知されたものとします。
１０．売買代金および国債利子精算額の入金または引落を行う当座勘定
（１）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合
国債売買等関係事務において、売買代金および国債利子精算額の入金または引落を行う場合に使用する当座勘定については、売買先名義のものに限ります。

（２）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合
国債売買等関係事務において、売買代金および国債利子精算額の入金または引落を行う場合に使用する当座勘定については、決済代行先名義のものに限ります。
１１．入力時間帯等
（１）入力時間帯
売買先または決済代行先が、本利用細則に定める業務処理区分の電文を送信することができる時間帯は、次表に定めるとおりです。
	

	業務処理区分名
	業務処理区分

コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻（注１）
	締切時刻

	売渡国債明細
	421101
	―─
	「募入決定通知」受信後
	午後3:00

	国債売買確認サイン
	421102
	日銀国債売現先（国債補完供給）（午前入札にかかるもの）
	
	午後1:15

	
	
	日銀国債売現先（国債補完供給）（午後入札にかかるもの）
	
	午後3:30（注２）

	
	
	日銀国債買入（固定利回り）および物価連動国債にかかる国債整理基金が行う国債買入（追加入札）
	
	午後4:30

	
	
	上記以外の場合
	
	午後3:00（注３）

	決済指示（国債）
	751201
	──
	午前8:30（注４）
（午前7:30）
	午後3:00

	決済指示（資金）
	751301
	日銀国債売現先（国債補完供給）以外の場合
	午前8:30（注４）

（午前7:30）
	午後3:00

	
	
	日銀国債売現先（国債補完供給）（午前入札にかかるもの）
	
	午後1:15

	
	
	日銀国債売現先（国債補完供給）（午後入札にかかるもの）
	
	午後3:30（注２）

	売渡国債差替請求
	421103
	──
	午前8:30
（午前7:30）
	午後3:00

	売渡国債差替確認サイン
	421104
	
	
	

	国債銘柄別利回り・単価
	424201
	
	午前7:30
（午前6:30）
	午後10:00


（注１）（）内は延長日（日本銀行が、一般社団法人全国銀行資金決済ネットワークからの事前の依頼（当日の依頼を除きます。）にもとづき、為替決済にかかる決済開始時刻を午後４時１５分から６０分繰下げる月末日（年末日を除きます。）をいいます。当該依頼にもとづきこれらの時刻を繰下げる場合には、事前にその旨を日本銀行ホームページの業務上の事務連絡に関するページに掲載します。）の時刻を示します。

（注２）ただし、元利払対象銘柄が対象となる場合は午後３時。
（注３）即日実行分でない場合は午後３時３０分。
（注４）即日実行分の場合は国債売買確認サイン送信後。

（２）入力延長

イ．入力延長の依頼

売買先または決済代行先は、やむを得ない事由により入力時間帯において電文の送信を終了する見込みがなく、かつその日のうちに当該電文の送信を行う必要がある場合には、事前に電話により業務局営業業務課営業業務グループに入力延長の依頼を行ってください。この場合、日本銀行は入力延長の事由等を聴取します。

なお、入力延長の依頼については、延長の必要性を認識した後直ちに行うようにしてください。日本銀行は、入力延長依頼の受付を、電文の送信を締切る時刻の３０分前に締切ります。

ロ．入力延長の許可

日本銀行は、入力延長を許可した場合には、その旨を利用先に連絡します。

ハ．入力延長の停止

入力延長を許可された売買先または決済代行先は、所要の電文の送信が終了した場合には、速やかに日本銀行にその旨を連絡してください。

日本銀行は、当該連絡を受けた場合には、入力延長の停止予定時刻到来前であっても入力延長を停止します。また、売買先または決済代行先からの連絡がない場合でも、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。
１２．決済代行先の取扱い
対象先は、決済代行先を３先まで指定することが可能です。この場合において、複数の決済代行先を指定した対象先は、あらかじめ、当該決済代行先の中からプライマリー決済代行先を指定する必要がありますので、日本銀行業務局の指示に従い、プライマリー決済代行先の指定に関する届出を行ってください。

また、プライマリー決済代行先を変更する場合も、プライマリー決済代行先を指定する場合の取扱いに準じて取扱ってください。
１３．日銀ネット障害時等の取扱い

国債売買等関係事務については、書面による取引を行うことができません。日銀ネットの障害その他の事情により、国債売買等関係事務にかかる日銀ネットの利用ができない場合には、速やかに日本銀行業務局（営業業務課営業業務グループ）に連絡し、その指示に従ってください。
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